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翌月への繰越金　
収入ー支出＝１万円

次年度への繰越金　　
歳入ー歳出＝４億9,385万円

支　出
食費（人件費） ７万円
医療費、介護費など（扶助費） ７万円
光熱費や生活用品など（物件費） 17万円
ローンの返済（公債費） ４万円
子どもへの仕送り（繰出金） ３万円
自宅の修繕、車の買い替え
（普通建設事業費　ほか） ４万円
知人への援助や貸付
（投資及び出資金　ほか） １万円

貯金（積立金） ２万円
合計 45万円

一般会計歳出総額

１ か 月

　年収552万円※の世帯に設定して家計簿に例
えています。目安としてご覧ください。
※厚生労働省「令和元年国民生活基本調査」　
　１世帯当たりの平均所得額

163億8,660万円
前年度比　30.1％増

歳
出

（目的別）

消防費 40億1,515万円 24.5％
消防・救急活動、防災対策、コロナ対策など

民生費 42億3,503万円 25.8％
高齢者、障がい者、児童の福祉など

教育費 14億8,330万円 9.1％
幼・小中学校の管理、生涯学習・文化・
スポーツ振興など

総務費 21億5,414万円 13.1％
人件費や情報化推進、市運営全般など

公債費 15億6,985万円 9.6％
国や金融機関からの借入金（市債）返済

土木費 11億717万円 6.8％
道路・公園の整備、公営住宅の維持管理
など
衛生費 10億2，434万円 6.2％
健診や予防接種、ごみ処理など

議会費 1億5，676万円 1.0％
議会運営

商工費 1億5，374万円 0.9％
商工業・観光振興など 災害復旧費 1億4，861万円 0.9％

災害に伴う施設復旧など

農林水産業費 3億3，851万円 2.1％
農業林業振興など

市の財政状況を示す指標
健全化判断比率

指標名 30年度 元年度 2年度 早期健全化
基準

実質赤字比率 該当なし 該当なし 該当なし 13.92
連結実質赤字比率 該当なし 該当なし 該当なし 18.92
実質公債費比率 10.5 10.2 8.9 25.0
将来負担比率 60.2 67.9 45.5 350.0

資金不足比率
指標名 30年度 元年度 2年度 早期健全化

基準
資金不足比率 該当なし 該当なし 該当なし 20.0
いずれの指標も財政の健全化を示す早期健全化基準以
下となっています。

一般会計歳出性質別内訳
項目 金額

人件費 26億3,592万円
扶助費 25億   732万円
物件費、補助費 63億8,074万円
公債費 15億6,985万円
繰出金 11億8,355万円
普通建設事業費　ほか 12億8,769万円
投資及び出資金　ほか １億5,528万円
積立金 ６億6,625万円

令和２年度は、高萩市土地開発公社が保有していた赤浜
地区工業団地の売り払いに伴い、市に返還された経営健
全化長期貸付金を積み立てたことなどにより増加。

財政調整基金の推移
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平成22年度をピークに減少し、昨年度は償還額に比べ発
行額を抑えたため、さらに減少しています。

市債の推移
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4,277万円

市報たかはぎ　2021.11市報たかはぎ　2021.11 44

　
令
和
２
年
度
に
皆
さ
ん
が
収
め
た

税
金
な
ど
の
収
入
が
ど
の
く
ら
い
あ

り
、
ど
の
よ
う
な
目
的
に
支
出
し
た

の
か
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
算
の
概
要

　
一
般
会
計
の
歳
入
は
、
１
６
８
億

８
０
４
５
万
円
で
前
年
度
よ
り
29
・

０
％
の
増
と
な
り
、
歳
出
は
、 

１
６
３

億
８
６
６
０
万
円
で
前
年
度
よ
り
30
・

１
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
大
幅
な
増
加
と
な
っ
た
の
は
、
特

別
定
額
給
付
金
な
ど
の
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
関
連
経
費
の

影
響
に
よ
る
も
の
で
す
。

今
後
の
見
通
し

　
財
政
の
弾
力
性
を
表
す
指
標
で
あ

る
経
常
収
支
比
率
は
、
前
年
度
よ
り

２
・
７
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
、
94
・
８
％

と
な
り
ま
し
た
。

　
改
善
の
要
因
は
、
普
通
交
付
税
お

よ
び
地
方
消
費
税
交
付
金
な
ど
が
約

２
億
１
８
０
０
万
円
増
加
し
た
こ
と

や
コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
に
よ
り
中
止
と

な
っ
た
事
業
に
よ
る
も
の
と
考
え
ら

れ
ま
す
。

　
今
後
も
健
全
か
つ
持
続
可
能
な
財

政
運
営
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
の
で
、
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

令
和
２
年
度 

決
算
の
状
況

市民１人あたりが
収めた税金

141,443円

市民１人あたりに
使われたお金

593,416円

市民１人あたりの
積立金現在高
36,026円

市民１人あたりの
市債(借金)残高
483,189円

令和２年４月１日現在
常住人口

２７，６１４人
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収　入

給
与

基本給（市税） 11万円
諸手当（地方交付税、交付金など） 10万円

パート収入（使用料・手数料など） ３万円
親からの仕送り（国・県支出金） 16万円
前月からの繰越金（繰越金） １万円
貯金引き出し（繰入金） ２万円
銀行からの借入金（市債） ３万円
合計 46万円

一般会計歳入総額

家 計 簿

　収入46万円のうち給与は、21万円です。支
出は、食費や医療費、光熱費などの生活費で
31万円。その他にもローン返済や自宅の修繕
などの経費がかかるため、親などから支援を受
けたり銀行からの借り入れをしたりすることで
何とか家計をやりくりしている状況です。

※�平成26年４月からの消費税増税分にかかる地方消費
税交付金（３億3,429万円）は、全て社会保障費に充て
られています。

※�都市計画税（２億8,775万円）は、都市計画法に基づい
て行う都市計画事業などに充てられています。

168億8,045万円
前年度比　29.0%増

歳
入

   自主財源　
　

　
 依

存
財

源

市税 39億582万円 23.1％
市民税や固定資産税など

国・県支出金
58億8,601万円 34.9％
国や県からの補助金など
地方交付税
28億6,459万円 17.0％
市町村が等しく行政サービスを提供で
きるよう一定の基準で国から交付さ
れたもの

市債 10億6,660万円 6.3％
建設事業などを行うための
国や金融機関からの借入金

交付金 7億2,542万円 4.3％
地方消費税や地方特例交付金など

地方譲与税 1億6,351万円 1.0％
国が徴収した自動車重量税などから分配されたもの

諸収入 8億7,244万円 5.2％
貸付金の元利収入など

繰入金 5億2,765万円 3.1％
基金の取り崩しなど

繰越金 4億8,706万円 2.9％
前年度からの繰越金
使用料および手数料
2億7,838万円 1.6％
公共施設使用料や証明交付手数料など

財産収入、寄附金
5,587万円 0.3％市有地貸付金など

保育料など
分担金および負担金
4,710万円 0.3％


